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１． はじめに 

循環型社会形成推進基本法が平成 12 年に施行され、循環型社会の構築へ向け、各種リサイクル法によ

るリサイクルの推進と天然資源の消費抑制、環境への負荷をできる限り低減する動きが活発化している。 

廃棄物の処理処分に関しては最終処分場に持ち込まれる埋立処分量を最小限にすることが求められて

いる。廃棄物のリサイクル率が向上し、埋立量が削減されても、埋立処分量は全くなくなるわけではなく、

最終処分場は社会インフラ施設としてなくてはならない施設である。 

循環型社会の構築にあたり、最終処分場においても、建設段階や維持管理段階でのリサイクル品の利用

や自然エネルギーの利用およびリサイクル製品の生産などが求められる。 

そこで、循環型社会に適応できる最終処分場をエコ最終処分場と捉え、エコ最終処分場とはどのような最

終処分場か、エコ最終処分場として求められる要素技術はどのようなものか、エコ最終処分場の評価はど

のようにしたらできるかなどについて研究した結果をまとめた。 

 
２． エコ最終処分場とは 

エコ最終処分場を、立地計

画の段階から、跡地利用まで

の各段階で、周辺の環境（環

境負荷、景観など）が損なわ

れることがないよう、地域の

自然・歴史・文化などを充分

に配慮し、地球および地域環

境にやさしく、資源化および

保管機能を備えた最終処分場

と定義した。 
廃棄物処理におけるエコ最

終処分場の位置付けとエコ最

終処分場の施設と機能につい

ての概略図を図-１に示す。 
 
３． リサイクル品の利用 
環境に配慮した製品の利用

促進を目的として、平成 13
年１月に「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）が施行されている。 
グリーン購入法では、環境への配慮基準と配慮する事項を定め、定められた基準と項目に適合する原材

料や部品などを「環境物品」と呼び、これらを購入あるいは利用するよう努めることが規定されている。

また、特に利用を促進する物品は「特定調達品目」としてリストアップ1)されており、最終処分場の建設

や維持管理においても、これらのリサイクル品の利用促進を図る必要がある。 

図-１ 廃棄物処理における位置付けと施設および機能
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エコ最終処分場の位置付け 

・真の循環型社会を実現するために最終

廃棄物を最小化するための施設 

・エコ最終処分場によって、従来の“単

に埋立するのみ”の廃棄物を前処理し、

エネルギーや資源化材として循環型社

会に還元するための施設 

エコ最終処分場の施設と機能 

・廃棄物を様々な方法で資源化したり

エネルギー化する施設が設置されてい

る 

・資源化可能な廃棄物を埋立すること

で保管する施設が設置されている 

・各種の廃棄物を資源化したりエネル

ギー回収したりする機能を有している

・自然エネルギーを有効利用しエコ最

終処分場を維持管理する機能を有して

いる 
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４． 自然エネルギーの利用 
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図-２ 浸出水処理施設の処理能力と所要動力の関係

最終処分場の敷地を利用した自然エネル

ギーの利用方法としては、風力エネルギー 、

太陽光エネルギー、バイオマスエネルギー

や水力エネルギーのような方法が考えられ

る。 

最終処分場の浸出水処理施設における消

費電力と処理水量の関係を図-２に示した

が、150m3/d規模の浸出水処理施設では、

250kWの電力が必要となる。そこで 250kWの

電力をまかなうことができる風力および太

陽光発電設備の規模を検討し、その結果を

表-２に示した。浸出水処理施設の規模に比

例して発電設備も大きくなるため、経済性

の観点からも最適なシステムを選定するこ

とが必要となる。近年、風力や太陽

用して発電する事例が急増してお

り、通常の電力との併用など、立地

条件に合わせたシステムを選定す

ることで、浸出水処理施設の動力を

十分まかなうことができる。 

光を利

 
５． エコ最終処分場の埋立シス

テムについて 
エコ最終処分場と従来の最終処

分場を比較すると、その施設機能と

して、「省資源・省エネルギー性」

「埋立物の再利用性」および「早期

安定性」が重視された最終処分場と

考えることができる。 
省資源・省エネルギー性では、区

画ごとに種類の異なる廃棄物を埋

立て、各区画から排出される浸出水は、それぞれの性状に適した処理を行い、さらに浸出水処理施設は、

埋立区画底部よりも低い位置に設置し、浸出水の排水経路はところどころに段差を設け、曝気機能を備え

るようなシステムを考えた。 
また、再利用性については、埋立区画内に再利用できるレベルや種類毎に、例えばトンパックに充填す

るなど後々再利用できるよ

うに保管するという機能を

持つ最終処分場を考えた。 
早期安定性については、環

境負荷の低減や維持管理費

などの経済的負担を低減す

るといった視点から、人口散

水2）、処分場内への空気注入
3）など、近年、活発な研究が

行われている。 
 

※浸出水処理施設は埋立地

底部よりも低い位置に立地

浸出水処理施設

※埋立地内は区画ごとに種類の異なる廃棄物を埋立

※浸出水処理施設は埋立地

底部よりも低い位置に立地

浸出水処理施設

※埋立地内は区画ごとに種類の異なる廃棄物を埋立

図-３ 省資源・省エネルギーを重視したエコ最終処分場のイメージ

表-２ 

引用）※1. 地上 30m 付近の風速 
※2.風力発電ネットワークＨＰ 風車の資料 風力発電の概要 pdf 風力発

電力の目安   
※3.鋼電機 ｢そよ風くん｣WG30-20 型をﾓﾃﾞﾙに試算 

浸出水の処理能力 150m3/d規模（消費電力 250 kW）の場合

風力発電 太陽光発電

必要設置面積：約1,600m2＊3

必要ﾓｼﾞｭｰﾙ枚数：4,000枚

必要設置面積：約2,800m2 ＊4

必要ﾓｼﾞｭｰﾙ枚数：7,000枚

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型HIT太陽電池プロペラ型

薄膜ｼﾘｺﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ

最大出力：64.0W/ﾓｼﾞｭｰﾙ

最大出力：37.5W/枚

①年平均風速 6m/s＊1

          ：直径60m×2基
＊2

          ：直径80m×1基
＊2

②年平均風速 8m/s＊1

          ：直径30m×2基＊2

          ：直径50m×1基＊2

※4.5.クボタ ｢エコロニーＰＷ｣｢エコロニー｣をﾓﾃﾞﾙに試算

－246－



６． エコ最終処分場の評価について 
１）評価の指標について 

エコ最終処分場という範疇で最終処分場を定量的に評価するために「エコ度」という指標を検討した。

「エコ度」という概念は、日常生活に関するエネルギー消費量や二酸化炭素排出量などの自然環境に与え

る負荷量といった観点から、「自分がどれほど環境貢献しているのか？」、定量的に把握する指標として、

最近いろいろなところで公表されている。 
 
２）評価の項目について 
エコ度を評価するための項目としては、「エコ最終処分場の定義」の内容を踏まえ、そこで定義された

各項目を定量化できるような評価項目を検討した。 
評価項目は大分類⇒中分類⇒小分類という順序で選定し、その際に、中分類や小分類については、項目

間で漏れや重複などが無いかを確認した。また、各項目の詳細については、できるだけ実効性を重要視し、

三段階評価（○×△）あるいは二段階評価（○×）ができるような質問形式での評価方法を検討している。 
 

７． まとめ 
①エコ最終処分場を立地計画の段階から、跡地利用までの各段階で、周辺の環境が損なわれることがない

よう、地域の自然・歴史・文化などに配慮し、地球および地域環境にやさしく、資源化および保管機能

を備えた最終処分場と定義した。 

②環境に配慮した製品の利用促進を目的としてグリーン購入法が施行されており、最終処分場でも建設段

階や維持管理段階でのリサイクル品の利用が期待できる。 

③浸出水処理施設の消費電力と処理水量の関係から、風力と太陽光エネルギーの利用可能性について検討

し、処分場の立地特性に配慮してシステムを選定することで、利用できる可能性があることを示した。 

④「省資源・省エネルギー性」「埋立物の再利用性」および「早期安定性」を施設機能として重視した埋

立システムについて検討し、省資源・省エネルギー性については、埋立地内に廃棄物の種類毎の区画を

設け、各区画から排出される浸出水は、それぞれの水質に適した方法で処理し、浸出水処理施設を埋立

区画底部よりも低い位置に設置するとともに、排水経路のところどころに段差を設け、曝気機能を備え

たシステムを考えた。 

⑤エコ最終処分場を定量的に評価するために「エコ度」という指標を導入し、エコ最終処分場の定義とし

て検討した各項目を定量化できる評価項目を抽出した。さらに、実効性を重要視して出来るだけ単純な

評価方式を検討した。 

 
８． 今後の課題 
「エコ度」については、明確な評価基準を作るための計算式の検討およびアンケートによる評価項目の

内容の精査等が今後の課題となっている。また、エコ最終処分場の各機能と役割についてはそれぞれの詳

細検討とそれに基づく、イメージモデルの提案、およびエコ最終処分場をどのように普及啓発していくか

といった検討が今後の課題と考えている。 
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